
貸　借　対　照　表
（平成２３年　３月３１日 現在）

（単位：百万円）
資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

流  動  資  産 57,684 流  動  負  債 16,053 
現 金 及 び 預 金 1,931 支 払 手 形 2,811 
受 取 手 形 909 買 掛 金 7,561 
売 掛 金 13,563 未 払 金 2,499 
商 品 及 び 製 品 1,295 未 払 費 用 142 
仕 掛 品 22,195 未 払 法 人 税 等 723 
原材料及び貯蔵品 2,702 未 払 消 費 税 等 290 
前 渡 金 1,867 未 払 事 業 所 税 52 
前 払 費 用 530 前 受 金 378 
繰 延 税 金 資 産 2,428 預 り 金 91 
関係会社短期貸付金 10,277 資 産 除 去 債 務 28 
そ の 他 723 賞 与 引 当 金 1,473 
貸 倒 引 当 金 △740 

固  定  負  債 840 
固  定  資  産 21,939 未払役員等退職金 3 

有 形 固 定 資 産 3,618 役 員 賞 与 引 当 金 16 
建 物 1,462 退 職 給 付 引 当 金 746 
構 築 物 2 預 り 保 証 金 73 
機 械 及 び 装 置 217 
車 両 運 搬 具 3 負  債  合  計 16,893 
工具器具及び備品 922 
土 地 1,005 純　　資　　産　　の　　部
建 設 仮 勘 定 4 

無 形 固 定 資 産 882 株　主　資　本 62,734 
商 標 権 29 　資　　本　　金 15,000 
ソ フ ト ウ ェ ア 729 資 本 剰 余 金 15,275 
そ の 他 123 　 資 本 準 備 金 8,058 

投資その他の資産 17,438 その他資本剰余金 7,217 
投 資 有 価 証 券 534 利 益 剰 余 金 32,459 
関 係 会 社 株 式 11,317 利 益 準 備 金 735 
出 資 金 3 その他利益剰余金 31,724 
関係会社長期貸付金 4,829 別 途 積 立 金 16,864 
差 入 保 証 金 943 繰 越 利 益 剰 余 金 14,859 
長 期 前 払 費 用 45 
繰 延 税 金 資 産 2,471 評 価 ・ 換 算 差 額 等 △4 
破 産 更 生 債 権 等 160 　その他有価証券評価差額金 △4 
そ の 他 157 
貸 倒 引 当 金 △3,024 純　資　産  合  計 62,730 

資産合計 79,624 負債及び純資産合計 79,624 
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損　益　計　算　書
平成２２年　４月　１日 から

平成２３年　３月３１日 まで

（単位：百万円）

科　　目　　 金　　額

売　　　　　上　　　　　高

80,215

8,691 88,906

売　　　上　　　原　　　価

53,517

5,015 58,533

30,373

26,725

3,648

営　業　外　収　益

397

23

109

122 653

営　業　外　費　用

11

38

2 51

4,249

特　 別 　利 　益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 10

関 係 会 社 清 算 益 138

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 1

役 員 賞 与 引 当 金 戻 入 益 14 164

特　 別 　損 　失

固 定 資 産 除 却 損 56

減 損 損 失 131

投 資 有 価 証 券 売 却 損 4

投 資 有 価 証 券 評 価 損 12

関 係 会 社 株 式 評 価 損 200

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 1,302 1,707

2,706

647

119 766

1,940

受 取 賃 貸 料

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

売 上 総 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び事 業税

販 管 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

為 替 差 益

製 品 及 び 商 品 売 上 高

ロ イ ヤ リ テ ィ 収 入

製 品 及 び 商 品 売 上 原 価

ロ イ ヤ リ テ ィ 収 入 原 価

そ の 他

経 常 利 益

そ の 他

支 払 利 息

固 定 資 産 除 却 損

)( （
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Ⅰ.重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１.資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式・・・・移動平均法による原価法 

 

その他有価証券 

時価のないもの・・・・・・・・・・移動平均法による原価法 

 

(2)棚卸資産 

通常の販売目的で保有する棚卸資産 

製商品及び原材料・・・・・・・移動平均法による原価法 

仕掛品・・・・・・・・・・・・ゲームソフト制作にかかる仕掛品について

は個別法による原価法 

その他は移動平均法による原価法 

貯蔵品・・・・・・・・・・・・最終仕入原価法 

貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております。 

 

２.固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月以降に取得した建物（建物附属設備は除く）は、定額法によっ

ております。 

 

主な耐用年数 

建物・・・・・・３～５０年 

 

(2)無形固定資産 

定額法によっております。 

 

自社利用のソフトウェア利用可能期間 

研究開発用・・・３年 

その他・・・・・５年 

 

３.引当金の計上方法 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

 

(2)役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

(3)賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。 
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(4)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間による按分額

をそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理することとしております。 

なお、過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（１０年）による按分額を費用処理することとしております。 

 

４. リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース取引に関する会

計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

 

５.その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税及び地方消費税の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。 

 

６.重要な会計方針の変更 

資産除去債務に関する会計基準の適用 

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20

年3月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第21号 平成20年3月31日）を適用しております。 

なお、これによる損益に与える影響額は軽微であります。 

 

Ⅱ.貸借対照表に関する注記 

１.有形固定資産の減価償却累計額 8,640百万円 
 

２.関係会社に対する金銭債権及び債務 

短期金銭債権 627百万円 

短期金銭債務 1,273百万円 
 

Ⅲ.税効果会計に関する注記 

繰延税金資産の発生の主な原因は、減価償却限度超過額及び棚卸資産の評価損等であ

ります。 
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Ⅳ.関連当事者との取引に関する注記   

１．親会社及び法人主要株主等 

関係内容 

種類 
会社等の
名称 

議決権の
所有（被
所有）割
合（％） 

役員の
兼任等 

事業上
の関係 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

資金の 
貸付 
（注1） 
 

利息の 
受取 
（注1） 

8,339 
 
 
 

10 

関係会社 
短期貸付金 

7,726 
 

親会社 

㈱バンダ
イナムコ
ホールデ
ィングス 

被所有 
直接100％ 

兼任 
あり 

資金の 
援助 
 
経営管
理 

資金の 
 借入 
（注2） 
 

 利息の 
 支払 
（注2） 

5,000 
 

 
 

11 

関連会社 
短期借入金 

- 
 

上記取引金額には消費税等が含まれておりません。 
(注1) 資金の貸付については、ＣＭＳによる取引であり、取引金額は期中の平均残高を記載しております。 

また、貸付金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。 
(注2) 資金の借入について、借入金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

 

２．子会社等 

関係内容 

種類 
会社等の
名称 

議決権の
所有（被
所有）割
合（％） 

役員の
兼任等 

事業上
の関係 

取引の内容 
取引金額 
（百万円） 

科目 
期末残高 
（百万円） 

子会社 

㈱ナム
コ・テイ
ルズスタ
ジオ 

所有 
直接100％ 

- 
資金の 
援助 

 
資金の 
貸付 
（注1） 
 

 
   

85 
 

  

 
関係会社 
短期貸付金 
（注2） 

 
関係会社 
長期貸付金 
（注2） 

301 1

1,729 9
 

子会社 

㈱ディー
スリー・
パブリッ
シャー 

所有 
直接100％ 

兼任 
あり 

資金の 
援助  

 
資金の 
貸付 
（注3） 
 

利息の 
受取 
（注3） 
 

300 
 
  
 

60 
 

 
関係会社 
短期貸付金 
 
関係会社 
長期貸付金 
（注4） 
 

1,800 0

2,500 0
 0

上記取引金額には消費税等が含まれておりません。 
(注1) 資金の貸付について、利息免除を行っております。 
(注2) 短期貸付金に対し、301百万円、長期貸付金に対し、1,729百万円の貸倒引当金を計上しております。 
(注3) 資金の貸付について、貸付金利は市場金利を勘案して合理的に決定しております。 
(注4) 長期貸付金に対し、1,087百万円の貸倒引当金を計上しております。 

 

Ⅴ.1株当たり情報に関する注記 

１.1株当たり純資産    565円14銭 

２.1株当たり当期純利益    17円48銭 


